
美浜町及び敦賀市における住民への情報伝達

ちょう

 PAZ内避難の対象となる地区内の一時集合場所を拠点に、地区単位のコミュニティを活用した情報伝達を実施。
 一時集合場所へ派遣された市町の職員は、防災行政無線の双方向通信機能や衛星携帯電話等により、美浜町及

び敦賀市災害対策本部と情報を共有。各市町災害対策本部は、入手した情報を防災行政無線（屋外拡声子局・戸
別受信機）、緊急速報ﾒｰﾙｻｰﾋﾞｽ及び広報車等を活用し、住民へ情報を伝達。

 消防団は、住民の避難の状況等を確認し、一時集合場所に派遣された美浜町及び敦賀市の職員と避難者の状況
や避難誘導体制等の情報を共有。

 在宅の避難行動要支援者への情報伝達は各市町災害対策本部等から実施。必要に応じ、自治会長等と協力し、情
報伝達を行う。
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福井県原子力災害現地対策本部

（福井県美浜オフサイトセンター内に設置）

美浜町
原子力災害対策本部

美浜町丹生介護予防センター

美浜町竹波原子力防災センター

美浜町山東公民館菅浜分館

菅浜農業構造改善センター

白木公民館

美浜町
美浜東小学校区

（丹生・竹波・菅浜）
にゅう たけなみ すがはま

敦賀市
西浦地区

（白木１丁目・白木２丁目）
しらき

● 美浜町及び敦賀市災害対策本部・ 一時集合施設
（一時集合場所）間の情報共有は、防災行政無線の
双方向通信機能や衛星携帯電話等で実施

● 防災行政無線やケーブルテレビ放送、緊急速報メール
サービス等を活用し住民へ情報を伝達

● 戸別に受信可能な防災行政無線や音声告知放送を市町
内全戸に設置

● 在宅の避難行動要支援者への情報伝達は、各市町原子
力災害対策本部が実施

（凡例）

：一時集合場所

：原子力災害対策本部

敦賀市
原子力災害対策本部

5km

PAZ

 美浜町及び敦賀市では、在宅の避難行動要支援者72人全ての者について、あらかじめ避難先を決めてあ
り、要支援者台帳を整理の上、家族、近隣住民等の協力を得て、避難時の支援者がいることを確認。緊急
時に万が一、支援者が対応することができないような場合には、関係市町職員、自治会、消防職員・団員
等の協力により対応。

 支援者の同行により避難可能な者は、支援者等の車両又はﾊﾞｽ等で避難先へ移動。
 避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者は、支援者の車両又は県が確保した福祉車両等で、近傍の放射線

防護対策施設へ移動。安全に避難できる準備が整うまで、放射線防護対策施設内に屋内退避。
 なお、避難行動要支援者のﾊﾞｽ等による避難においては、身体的な負担を考慮し、避難中に休憩をとるな

ど健康に配慮した避難を行う。

美浜町及び敦賀市のPAZ内の在宅の避難行動要支援者への対応

支援者が同行することで避難可能な者

避難の実施により健康リスクが高まる者

美浜町丹生介護予防センター
美浜町竹波原子力防災センター

美浜町山東公民館菅浜分館
支援者の車両、県が確保した福祉車両等で移動

おおい町（いきいき長寿村）

福井市（福井美山荘）

支援者の車両、県が確保した福祉車両等で移動

在宅の避難行動要支援者

18人（支援者18人）

徒歩等 バス等

一時集合場所
（施設）

美浜町丹生介護予防センター
美浜町竹波原子力防災センター

美浜町山東公民館菅浜分館
菅浜農業構造改善センター

白木公民館

54人（支援者54人）

計 72人（支援者72人）

福祉避難所

近傍の放射線防護対策施設）

美浜町 72人 (支援者 72人)

敦賀市 0人 (支援者 0人)

美浜町 54人 (支援者 54人)

敦賀市 0人 (支援者 0人)

美浜町 18人 (支援者 18人)

敦賀市 0人 (支援者 0人）

輸送等の避難準備
完了後、避難を実施
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 関係県及び関係市町は観光客等一時滞在者に対し、警戒事態において帰宅等を呼びかける。

 自家用車等により速やかに帰宅等可能な一時滞在者は、警戒事態の段階で、自家用車等にて帰宅
等を開始。

 路線ﾊﾞｽ等公共交通機関も利用できない観光客など、帰宅等に時間を要する一時滞在者については、
宿泊施設等に移動し、施設敷地緊急事態の段階で避難を実施。避難の際には、徒歩等により一時
集合場所に集まり、福井県や関係市町が確保した車両により避難を実施。

PAZ内の観光客等一時滞在者の避難等

バス

帰宅等
の呼び
かけ

避難要請

一
時
集
合
場
所
に
集
合

＜観光客等一時滞在者の避難の流れ＞

自
宅
等

自家用車等
自
家
用
車
等
に
よ
り

速
や
か
に
帰
宅
等
可

能
な
一
時
滞
在
者

自家用車、観光バスのほ
か、路線バス等公共交通
機関で速やかに帰宅等
が可能な一時滞在者

路線バス等公共交通
機関が利用できず、帰
宅等に時間を要する一
時滞在者

移
動
手
段
が
確
保
で
き

ず
帰
宅
等
に
時
間
を

要
す
る
一
時
滞
在
者

避
難
先

自
宅
等

公
共
交
通
機
関
を
利

用
し
帰
宅
等
を
実
施

警
戒
事
態
発
生

移
動
手
段
を
確
保
で
き
た

際
に
は
帰
宅
等
を
実
施

宿
泊
施
設
等
に
移
動

施
設
敷
地
緊
急
事
態
発
生
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PAZ内の観光客及び民間企業の従業員の数

 PAZ内の観光施設における日間入場見込み人数は約1,600人程度、民間企業（従業員30
人以上）は存在しない。※

＜PAZ内の観光施設の状況＞

地区名 施設 入場見込人数（人）

美浜町
丹生地区

美浜原子力PRセンター ３５８

シーパーク丹生 ３２

ｴﾈﾙｷﾞｰ環境教育体験館きいぱす １，１７７

計 １，５６７人

敦賀市
西浦地区 ― ―

０人

約１，６００人

＜PAZ内の民間企業（従業員30名以上）の状況＞

※ 市町による聞き取り調査結果

※1

※2

※美浜発電所・もんじゅ関連企業を除く

※ 30人未満の民間企業の従業員については、通勤に使用する自家用車、バスで避難
29
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つるがし

にゅう

にしうら

美浜町丹生地区・竹波地区・菅浜地区及び敦賀市西浦地区（白木1丁目、白木2丁目）に、
発電所関連以外で従業員30人以上の規模の事業所なし。

※3

※4

※１ 入場ピーク時（５月）の入場者数を基に算定

※2 美浜町商工観光課調べ

※3 敦賀市観光協会調べ

※4 入場者の９割以上が自家用車を利用



PAZ内の海水浴場及び入場者の数

 美浜町・敦賀市ではPAZ内に海水浴場が６ヶ所あり、平成30年度ｼｰｽﾞﾝの１日あたりの最大入込客
数は約3,900人。

 海水浴客の交通手段は、対象となる海水浴場周辺の駐車場利用率によると全体の９割以上が自
家用車利用で、貸切ﾊﾞｽ及び公共交通機関の利用は１割に満たない。（平成30年度観光客入込調
査美浜町・敦賀市）

福井県原子力災害現地対策本部

（福井県美浜オフサイトセンター内に設置）

美浜町
原子力災害対策本部

美浜町竹波原子力防災センター

菅浜農業構造改善センター

白木公民館

竹波

海水浴場人数

美浜町
美浜東小学校区

丹生
海水浴場 437人

竹波
海水浴場 274人

水晶浜
海水浴場 2,469人

ダイヤ浜
海水浴場 265人

菅浜
海水浴場 29人

美浜町合計 3,474人

敦賀市

西浦地区

白木

海水浴場 350人

美浜町及び敦賀市合計 3,824人
菅浜

丹生

白木

30

美浜町丹生介護予防センター

美浜町山東公民館菅浜分館
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敦賀市
原子力災害対策本部

（凡例）

：一時集合場所

：海水浴場

：原子力災害対策本部等

5km

PAZ

美浜町において施設敷地緊急事態で必要となる輸送能力

 美浜町において施設敷地緊急事態で必要となる輸送能力は、想定対象人数729人（うち支援者数72
人を含む）について、ﾊﾞｽ17台、福祉車両12台(ｽﾄﾚｯﾁｬｰ仕様6台、車椅子仕様6台）。

想定対象
人数

必要車両台数※1

備考
バス※２ 福祉車両※３

(ストレッチャー仕様)
福祉車両※３

(車椅子仕様)

学校・保育所の児童等の避難 該当施設なし

医療機関・社会福祉施設の入所者の避難 該当施設なし

在宅の避難行動要支援者の避難
108人

（要支援者54人
＋支援者54人）

３台
(要支援者54人
＋支援者54人)

0台 0台
・支援者等の車両での避難により
その分必要台数は減少
【P27参照】

避難の実施により健康リスクが高まる在
宅の避難行動要支援者及びその支援者
を放射線防護対策施設に輸送※４

36人
（要支援者18人
＋支援者18人）

0台
6台

(要支援者6人
＋支援者6人)

6台
(要支援者12人
＋支援者12人)

・放射線防護対策施設に輸送
・支援者等の車両での避難により
その分必要台数は減少
【P27参照】

その他の施設敷地緊急事態要避難者
等（妊婦・授乳婦・乳幼児・乳幼児の保
護者等）を避難先施設に搬送

75人 2台 0台 0台
「乳幼児の保護者等」には乳幼児が
いる世帯人数を計上

観光施設から避難する一時滞在者
160人

（1,600人×0.1）
4台 0台 0台

バス1台当たり45人程度の乗車を想定。1日
あたりの観光客数約1,600人のうち、9割以上
が自家用車で訪問している（『平成30年度観
光客入込調査美浜町』）ことを踏まえ、その1
割を想定対象人数として算入。
【P29参照】

海水浴場から避難する一時滞在者
350人

（3,500人×0.1）
8台 0台 0台

バス1台当たり45人程度の乗車を想定。１日
あたりの海水浴客約3,500人のうち、9割以上
が自家用車で訪問している（『平成30年度観
光客入込調査美浜町』）ことを踏まえ、その1
割を想定対象人数として算入。【P30参照】

合 計 729人 17台 6台 6台

※1 数字は現段階で美浜町が把握している暫定値

※3 福祉車両（ストレッチャー仕様）は1台当たり1人、福祉車両（車椅子仕様）は1台当たり2人の避難行動要支援者を搬送することを想定

み はま ちょう

※2 バスは１台当たり45人程度の乗車を想定

※4 「避難の実施により健康リスクが高まる者」は、安全に避難できる準備が整うまで、放射線防護対策施設内に屋内退避（放射線防護対策施設から避難する場合には、別途車両の確保が必要）。
31



美浜町における施設敷地緊急事態での輸送能力の確保

 施設敷地緊急事態発生時には、在宅の避難行動要支援者の避難等のために、福井県嶺南地方の

ﾊﾞｽ会社が保有する車両のほか、美浜町内の医療機関、社会福祉施設、社会福祉協議会や関西電

力が配備する車両により、必要車両台数を確保。

確保車両台数

備考
バス

福祉車両
(ストレッチャー仕様)

福祉車両
(車椅子仕様)

（A）必要車両台数 １７台 ６台 ６台

（B）確保車両台数 計１７台 計６台 計６台

確
保
先

・美浜町
・社会福祉施設、社会福祉協議会
（美浜町）

― ５台 ６台
保有車両台数

福祉車両（ストレッチャー） ５台
福祉車両（車椅子） ７台

バス会社（福井県嶺南地方） １０台 ― ―
保有車両台数

バス １９３台

関西電力 ７台 １台 ０台

保有車両台数
バス １１台
福祉車両（ストレッチャー・車椅子
兼用） ２１台
福祉車両（車椅子） １１台

※ 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合、関係自治体の要請により実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）が
必要に応じて支援を実施

れいなん
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敦賀市において施設敷地緊急事態で必要となる輸送能力

 敦賀市において施設敷地緊急事態で必要となる輸送能力は、想定対象人数49人（うち支

援者数0人）について、ﾊﾞｽ2台、福祉車両０台。

想定対象
人数

必要車両台数※1

備考
バス※２

福祉車両※３

(ストレッチャー仕様)
福祉車両※３

(車椅子仕様)

学校・保育所の児童等
の避難

該当施設なし

医療機関・社会福祉施設の
入所者の避難

該当施設なし

在宅の避難行動要支援者
の避難

該当者なし

避難の実施により健康リスク
が高まる在宅の避難行動要
支援者及びその支援者を放
射線防護対策施設に輸送

該当者なし

その他の施設敷地緊急事
態要避難者等（妊婦・授乳
婦・乳幼児・乳幼児の保護
者等）を避難先施設に搬送

1４人 １台 ０台 ０台
「乳幼児の保護者等」には乳幼児がいる世帯人数
を計上

海水浴場から避難する一時
滞在者

35人
（350人×0.1）

1台 ― ―

バス1台当たり45人程度の乗車を想定。1日あたり
の海水浴客数約350人のうち、9割以上が自家用車
で訪問している（『平成30年度観光客入込調査敦賀
市』）ことを踏まえ、その1割を想定対象人数として
算入。【P30参照】

合 計 49人 2台 0台 0台

※1 数字は現段階で敦賀市が把握している暫定値
※2 バスは１台当たり45人程度の乗車を想定
※3 福祉車両（ストレッチャー仕様）は１台当たり１人、福祉車両（車椅子仕様）は１台当たり２人の避難行動要支援者を搬送することを想定 33
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敦賀市における施設敷地緊急事態での輸送能力の確保

 施設敷地緊急事態発生時には、在宅の避難行動要支援者の避難等のために、福井県嶺南地方の

ﾊﾞｽ会社が保有する車両のほか、敦賀市内の医療機関、社会福祉施設、社会福祉協議会や関西電

力が配備する車両により、必要車両台数を確保。

確保車両台数

備考
バス

福祉車両
(ストレッチャー仕様)

福祉車両
(車椅子仕様)

（A）必要車両台数 ２台 ― ―

（B）確保車両台数 計２台 ― ―

確
保
先

バス会社（福井県嶺南地方） ０台 ― ―
保有車両台数

バス １９３台

関西電力 ２台 ― ―

保有車両台数
バス １１台
福祉車両（ストレッチャー・車椅子
兼用） ２１台
福祉車両（車椅子） １１台

れいなん
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※ 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合、関係自治体の要請により実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）が
必要に応じて支援を実施

避難の実施により健康リスクが高まる避難行動要支援者に係る対応

※ 一部の放射線防護対策施設は万一集落が孤立した場合にも活用

 避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者については、輸送等の避難準備が整うまで、放射線防護機能を付加した近

傍の放射線防護対策施設（工事中の施設を除き合計11施設）で屋内退避。

 これらの11施設では、PAZ内の在宅の避難行動要支援者等を最大合計約1,000人（工事中施設を除く）を収容可能。

 また、これら11施設では、 屋内退避者のための３～７日分を目安に食料及び生活物資等を備蓄。

 さらに、屋内退避中に食料等が不足するような場合には、関西電力が供給。
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（凡例）

：福井県内の施設

美浜町丹生介護予防センター
（収容可能者数：80人）

美浜町竹波原子力防災センター
（収容可能者数：80人）

美浜町山東公民館菅浜分館
（収容可能者数：57人）

にゅう

たけなみ

みはまちょう

美浜東小学校
（収容可能者数：171人）

旧西浦小中学校
（収容可能者数：35人）

旧常宮小学校
（収容可能者数：48人）

美浜町東部診療所
（収容可能者数：72人）

国立病院機構敦賀医療センター
（収容可能者数：60人）

5km

PAZ

市立敦賀病院
（収容可能者数：67人）

美浜町農村婦人の家
（収容可能者数：80人）

敦賀市立体育館
（収容可能者数：248人）

美浜中央小学校
【工事中】

（収容可能者数：205人）



＜直轄国道＞

国土交通省近畿地方整備
局が応急復旧作業を実施

自然災害等により道路等が通行不能な場合の復旧策

まい づる し

 避難開始前の段階で、避難計画で避難経路として定められている道路等が、自然災害等により使用出来ない場合は、PAZ

の福井県美浜町、敦賀市は、代替経路を設定するとともに、道路管理者等は復旧作業を実施。

 また、UPZの福井県・滋賀県・岐阜県及び関係市町においても同様に、避難経路が自然災害等により使用出来ない場合に

は、代替経路を設定するとともに、道路管理者等は復旧作業を実施。

 高速道路及び直轄国道については、国土交通省近畿地方整備局及び高速道路会社（NEXCO）が、早急に被害状況を把握

し、迅速かつ的確な道路啓開、仮設等の応急復旧を行い、早期の道路交通の確保等に努める。

＜岐阜県の管理道路＞

岐阜県災害対策本部におい
て応急復旧作業を実施

＜舞鶴若狭自動車道＞
高速道路会社（NEXCO）が

応急復旧作業を実施

滋賀県災害対策本部

 災害発生時には、各管理道路のﾊﾟﾄﾛｰﾙを実
施し、被害の状況等を把握

 道路の被害状況を踏まえ、国、県、高速道路
会社がそれぞれ建設業協会等と締結している
協定等をもとに、応急復旧工事を実施

＜滋賀県の管理道路＞

滋賀県災害対策本部が
応急復旧作業を実施

＜福井県の管理道路＞

福井県原子力災害対策本
部が応急復旧作業を実施 岐阜県災害対策本部

まいづる わか さ
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みはまちょう つるがし

福井県原子力災害対策本部

5km
PAZ

UPZ

30km

※ 不測の事態によ
り確保した輸送能力
で対応できない場合、
関係自治体の要請に
より実動組織（警察、
消防、海保庁、自衛
隊）が必要に応じ支
援を実施

福井県における降雪時の避難経路の確保
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除雪機械（例）

（凡例）除雪活動拠点
国、NEXCO
福井県
関係市町

 福井県は国土交通省近畿地方整備局や関係機関等との協議を踏まえ、道路雪対策基本計画を定め、短期間の集中降雪
による局地的大雪の発生等に柔軟に対応できる体制を整備。

 福井県は県内外へのｱｸｾｽ路線となる高速道路ICと主要国道を結ぶ路線や原子力発電所と国道27号を結ぶ幹線道路等を
最重点除雪路線と定め、除雪を重点的に実施するとともに、緊急時には民間除雪機械を最大限まで増強し、避難経路の除
雪を実施。

 高速道路及び直轄国道については、国土交通省近畿地方整備局及び高速道路会社（NEXCO）が、除雪体制の強化を図り
各関係機関の緊密な連携の下、各機関の除雪計画に基づき、適切な除雪、凍結防止等の対策を行い、冬期間の交通の確
保等に努める。

27

８

161

5km
PAZ

UPZ
30km

（凡例）
最重点除雪路線

国道27号、8号、161号

舞鶴若狭自動車道

北陸自動車道

・最重点除雪路線として積雪深5ｃｍを
基準に除雪開始

・その他主要な道路については、積雪
深10cmを基準に除雪開始

※１ ＮＥＸＣＯ中日本敦賀保全サービスセンター、福井保全サービスセンターの保

有台数。なお、舞鶴若狭自動車道の小浜ＩＣ以西はＮＥＸＣＯ西日本の管轄。

除雪機械の配備台数 平成31年４月時点 うち、美浜町、
敦賀市管内

国（近畿地方整備局） ※福井県内の配備数 72台 －

福井県 259台 35台

関係市町
美浜町、敦賀市、若狭町、南越前町、小浜市、越前市、
越前町

383台 36台

高速道路会社（NEXCO）※１ 70台 －

民間 1,569台 188台



滋賀県における降雪時の避難経路の確保

 滋賀県は、冬季の円滑な道路交通を確保するため、毎年「道路除雪計画」を定め、これに基づき迅
速かつ適切な雪寒対策の実施に努める。

 高速道路及び直轄国道については、国土交通省近畿地方整備局が、除雪体制の強化を図り各関
係機関の緊密な連携の下、各機関の除雪計画に基づき、適切な除雪、凍結防止等の対策を行い、
冬期間の交通の確保等に努める。
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除雪機械の配備台数 令和２年４月１日時点

国（近畿地方整備局） ※滋賀県内の配備数 38台

滋賀県 82台

長浜市 114台

高島市 33台

高速道路会社（NEXCO） 71台

民間 643台

※主要な道路について、積雪深
概ね10cmを基準に除雪開始

（凡例）除雪活動拠点
国
滋賀県
関係市町

※ 高島市は分散配置

８

161

除雪機械（例）

365

367

８

303

5km
PAZUPZ

30km

（凡例）
国道8号、161号、303号、365号、367号
北陸自動車道
名神高速道路

８

岐阜県における降雪時の避難経路の確保
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 岐阜県及び揖斐川町は毎年度除雪計画を定め、住民生活の安定及び経済活動に不可欠な道路
をあらかじめ除雪路線にしており、路面上の積雪深は概ね10㎝の時には除雪を実施。雪氷対策要
領に基づき、迅速かつ適切な雪氷作業（除雪、凍結防止等の対策）を実施。

 高速道路及び直轄国道については、国土交通省中部地方整備局及び高速道路会社（NEXCO）が、
除雪体制の強化を図り各関係機関の緊密な連携の下、各機関の除雪計画に基づき、適切な除雪、
凍結防止等の対策を行い、冬期間の交通の確保等に努める。

町内避難経路

県内避難経路

PAZ

（凡例）除雪活動拠点
国、ＮＥＸＣＯ
岐阜県
関係市町

除雪機械（例）

除雪機械の配備台数 平成31年４月時点

国（中部地方整備局） 94台

岐阜県 104台

揖斐川町 16台

民間 957台

※主要な道路について、積雪深概
ね10cmを基準に除雪開始

303

5km
PAZ

UPZ
30km

（凡例）
国道303号
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豪雪時における除雪体制

 原子力災害時に限らず、豪雪時における除雪計画、広報計画の調整等を目的とし、以下の措置を実施。
 道路管理者、警察、気象台、利用者団体等から構成される情報連絡本部を、福井県においては近畿地方整備局

福井河川国道事務所 、滋賀県においては近畿地方整備局滋賀国道事務所、岐阜県においては中部地方整備局
岐阜国道事務所に設置し、情報を一元化。

 道路管理者は、集中的な大雪時に備えて、他の道路管理者をはじめ、地方公共団体その他関係機関と連携して、
地域特性や降雪の予測精度を考慮し、地域や道路ネットワーク毎に、タイムラインを策定。なお、策定に当たって
は、降雪予測が大きく影響を与えることを踏まえ、冬型の気圧配置により日本海側で数日間の降雪が予測される
場合には、降雪予測を３日先まで拡充し、タイムラインを策定。

 国道８号と北陸自動車道を繋ぐアクセス道路（金津インター線、丸岡インター線、鯖江インター線、武生インター線）
について国や高速道路会社による除雪支援する協力体制を新たに構築。

＜福井県における情報連絡本部（例）＞

暴風雪や大雪時などにおけるPAZ内の防護措置

 暴風雪や大雪時など、気象庁から特別警報等が発令された場合には、外出を控える等の安全確保を優先

する必要があるため、PAZ内の避難行動要支援者及び住民は、天候が回復するなど、安全が確保される

までは、屋内退避を優先。

 その後、天候が回復するなど、安全が確保できた場合には、避難を実施。 また、避難の実施により健康ﾘｽ

ｸが高まる者は、近傍の放射線防護対策施設で屋内退避を実施。

 なお、全面緊急事態となった段階で天候が回復するなどし、避難を実施する際には、国及び関係県等は、

避難経路や避難手段、国が提供する原子力発電所の状況や緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの結果、気象情報等につい

て、確認・調整等を行う。

避難準備

自宅等にて
屋内退避

避難行動
要支援者

住 民

施設敷地緊急事態警戒事態 全面緊急事態

天候回復

放射線防護対策
施設にて屋内退避

自宅等にて屋内退避

暴風雪や大雪時など（気象庁における特別警報等の発令）

避難の実施により
健康ﾘｽｸが高まる者

徒歩等

＜全面緊急事態で天候が回復した場合＞

福祉車両等による避難

バスによる避難

ＵＰＺ外

輸送等の避難準備
完了後に避難

避難先

避難準備
一時集合

場所

自家用車等による避難
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※ 台風等に伴う大雨により、市町から土砂災害や洪水等に係る避難勧告等が発令された場合に
は、該当地域の住民は、指定緊急避難場所等の安全が確保できる場所で屋内退避を実施。



感染症※1の流行下でのPAZ内の防護措置

＜感染症（新型インフルエンザ等）の流行下での原子力災害が発生した場合（ＰＡＺ）＞

 感染症の流行下において原子力災害が発生した場合、感染者や感染の疑いのある者も含め、感染拡大・予防対策を十分考慮した上で、避難や屋
内退避等の各種防護措置を行う。

 具体的には、PAZ内の住民が避難を行う場合には、その過程（避難車両等）又は避難先（避難所等）などにおける感染拡大を防ぐため、感染者とそれ
以外の者との分離、人と人との距離の確保、マスクの着用、手洗いなどの手指衛生等の感染対策を実施する。

 原子力災害の発生状況、感染拡大の状況及び避難車両や避難所等の確保状況など、その時々の状況に応じて、車両や避難所を分ける、又は同じ
車両や避難所内で距離や離隔を保つなど、柔軟に対応する。

実避難等の実施 避難先

＜感染症（新型インフルエンザ等）の流行下での原子力災害が発生した場合（ＰＡＺ）＞

※１ 新型インフルエンザ等対策特別措置法第二条第一項に定める新型インフルエンザ等を指す。
※２ 軽症者等とは、入院治療が必要ない無症状病原体保有者及び軽症患者のこと。また、既にUPZ外のホテル等において、療養等している場合あり。
※３ 濃厚接触者、発熱者等の感染の疑いのある者、又はそれ以外の者は、可能な限りそれぞれ別々に避難（車両、避難所等）する。

感染者
（軽症者等）

それ以外の者

放射線防護対策施設等で屋内退避を継続
 それ以外の者とは別の施設で屋内退避。

 それ以外の者とは、別施設に避難。
また、施設内では密集を避ける。

施
設
敷
地
緊
急
事
態
要
避
難
者
等

一
般
住
民

感染者
（重症者）

避難の実施
により健康
リスクが高
まらない者

手
洗
い
・
消
毒
・
マ
ス
ク
着
用
・
一
定
の
距
離
確
保
等
の
感
染
予
防
策
を
徹
底

それ以外
の者

感染症指定医療機関等で治療

避難所等
 感染者（軽症者等）は、それ以外

の者とは隔離するため、別施設
や個室等に避難。また、密集を
避ける。

 避難先施設では、密集を避ける。

感染者
（軽症者等）

それ以外
の者

避難の実施
により

健康リスク
が高まる者 放射線防護対策施設等で屋内退避を継続

 感染者（軽症者等）とは別の施設で屋内退避。
【
Ｓ
Ｅ
】

避
難
等
開
始

 感染者（軽症者等）は、それ以外
の者とは隔離するため、別施設
や個室等に避難。また、密集を
避ける。

 感染者とは、別施設に避難。また、
施設内では密集を避ける。

 避難先施設では、密集を避ける。

感染者
（軽症者等）

※２

 それ以外の者とは、別々の車両で避難。

避難車両
 バス等で避難する際は、密集を避け、極力分

散して避難。
（例）

・ 追加車両の準備やピストン輸送等を実施する。
・ マスクを着用し、座席を十分離して着席する。

 バス等で避難する際は、密集を避け、極力分
散して避難。

（例）
・ 追加車両の準備やピストン輸送等を実施する。
・ マスクの着用、座席を十分離して着席する。

 感染者（軽症者等）とは、別々の車両で避難。

 バス等で避難する際は、密集を避け、極力分
散して避難。

（例）
・ 追加車両の準備やピストン輸送等を実施する。
・ マスクを着用し、座席を十分離して着席する。

 バス等で避難する際は、密集を避け、極力分
散して避難。

【
G
Ｅ
】

避
難
等
開
始

バス避難者等の一時集合場所等

 密集を避け、極力分散して集合。
（例）
[感染症（軽症者等）]

・ 一時集合場所等を経由せず、直接指定さ
れた避難施設へ避難する。

[それ以外の者]
・ 検温等による体調確認を行う。
・ 一時集合場所等の中で分ける。ただし、別

部屋に分けられない場合は、同部屋内で十
分な間隔を確保する。

・ 一時集合場所等の場所を分ける。

自宅等で
避難準備

 指定避難所等に避難を実施する場合
は、密集を避け、極力分散して避難。

（例）
[感染者（軽症者等）]

・ 別車両により、指定された避難施設へ
避難する。

[それ以外の者]
・ 検温等による体調確認を行う。
・ 施設内の別部屋に分ける。ただし、別

部屋に分けられない場合は、同部屋内
で十分な間隔を確保する。

・ 避難施設の場所を分ける。

※３

避難元

※２

※３

※３

※２
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5．PAZ内の全面緊急事態
における対応

43

＜対応のﾎﾟｲﾝﾄ＞
1. 自家用車による避難ができない住民については、移動手段（バス等）を確保し、

避難を開始すること。
2. 避難先施設の受入れ体制を整えること。
3. 安定ヨウ素剤の服用等を指示すること。また、安定ﾖｳ素剤を持っていない者

（紛失等）に、緊急配布すること。
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